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告   示 

◎新潟県告示第847号 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第９条第２項の規定による一般廃棄物処理施設の

変更の許可及び同法第15条の２の６第１項の規定による産業廃棄物処理施設の変更の許可について申請があった

ので、関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名 

  新潟県糸魚川市上刈七丁目１番１号 

  明星セメント株式会社 

  代表取締役社長 渡部 達朗 

２ 一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設の設置の場所 

  新潟県糸魚川市上刈七丁目1397番地１、1404番地 
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３ 一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設の種類 

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号）第５条第１項に規定する焼却施設並びに

同施行令第７条第３号、第５号、第８号、第13号の２に規定する焼却施設 

４ 一般廃棄物処理施設において処理する廃棄物の種類 

  可燃ごみ、不燃ごみ 

５ 産業廃棄物処理施設において処理する廃棄物の種類 

  燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、ゴムくず、動植

物性残さ、動物系固形不要物、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず、がれき類、鉱さい、

ばいじん、動物のふん尿 

６ 申請年月日 

  平成24年５月23日 

７ 縦覧場所 

  新潟県上越地域振興局健康福祉環境部環境センター環境課 

８ 縦覧期間 

  告示の日から１月間 

９ その他 

  この一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設の変更に関し、利害関係を有する者は、縦覧期間満了の日

の翌日から起算して２週間を経過する日までに、生活環境の保全上の見地から意見書を提出できる。 

 意見書の提出先 郵便番号943－0807 

         上越市春日山町三丁目８番34号 

         上越地域振興局健康福祉環境部 

         環境センター環境課 

 

 

◎新潟県告示第848号 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第９条第２項の規定による一般廃棄物処理施設の

変更の許可及び同法第15条の２の６第１項の規定による産業廃棄物処理施設の変更の許可について申請があった

ので、関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名 

  新潟県糸魚川市上刈七丁目１番１号 

  明星セメント株式会社 

  代表取締役社長 渡部 達朗 

２ 一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設の設置の場所 

  新潟県糸魚川市上刈七丁目1153番地３ 

３ 一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設の種類 

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号）第５条第１項に規定する焼却施設並びに

同施行令第７条第３号、第５号、第８号、第13号の２に規定する焼却施設 

４ 一般廃棄物処理施設において処理する廃棄物の種類 

  可燃ごみ、不燃ごみ 

５ 産業廃棄物処理施設において処理する廃棄物の種類 

  燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、ゴムくず、動植

物性残さ、動物系固形不要物、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず、がれき類、鉱さい、

ばいじん、動物のふん尿 

６ 申請年月日 

  平成24年５月23日 

７ 縦覧場所 

  新潟県上越地域振興局健康福祉環境部環境センター環境課 

８ 縦覧期間 

  告示の日から１月間 
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９ その他 

  この一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設の変更に関し、利害関係を有する者は、縦覧期間満了の日

の翌日から起算して２週間を経過する日までに、生活環境の保全上の見地から意見書を提出できる。 

 意見書の提出先 郵便番号943－0807 

         上越市春日山町三丁目８番34号 

         上越地域振興局健康福祉環境部 

         環境センター環境課 

 

◎新潟県告示第849号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次のとおり土地改良事業計画を認可した。 

平成24年７月３日 

新潟県上越地域振興局長 

事業主体の所在・名称 地区名 事業名 新規変更の別 認可年月日 根拠条文 

妙高市 

大江口土地改良区 

猪野山 

 

農業用用排水施設整備（県単農業農

村整備事業「かんがい排水」）事業 

新規 

 

平成24年６月22日 

 

第48条  

 

 

◎新潟県告示第850号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次の土地改良事業計画の変更を適当と決定したので、平成24

年７月４日から平成24年８月１日まで関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

平成24年７月３日 

新潟県上越地域振興局長 

 

事業主体の所在・名称 

 

地区名 

 

事業名 

新規 

変更 

の別 

 

縦覧の書類 

 

縦覧の場所 

 

根拠条文 

上越市 

坊ヶ池土地改良区 

坊ヶ池 維持管理 

事業 

変更 土地改良事業変更計画書の写し 

定款の写し 

上越市役所 

及び上越市 

清里区総合 

事務所 

第48条 

１ この決定について異議があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知事に申し出るこ

とができる。 

２ この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内（決

定について異議の申出を行った場合は、当該異議の申出に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内）に、新潟県を被告（訴訟においては知事が被告の代表者となる。）として新潟地方裁判所にこ

の決定についての取消しの訴えを提起することができる。 

 

◎新潟県告示第851号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第１項の規定により、魚沼市長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（街区基準点等のパラメータ補正） 

２ 作業期間 平成24年６月25日から平成24年８月31日まで 

３ 作業地域 魚沼市全域 

 

◎新潟県告示第852号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第１項の規定により、見附市長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（街区基準点等のパラメータ補正） 
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２ 作業期間 平成24年６月25日から平成24年８月31日まで 

３ 作業地域 見附市全域 

 

◎新潟県告示第853号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第１項の規定により、小千谷市長から次のとお

り公共測量を実施する旨の通知があった。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（街区基準点等のパラメータ補正） 

２ 作業期間 平成24年６月25日から平成24年８月31日まで 

３ 作業地域 小千谷市 

 

◎新潟県告示第854号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第１項の規定により、長岡市長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（街区基準点等のパラメータ補正） 

２ 作業期間 平成24年６月25日から平成24年８月31日まで 

３ 作業地域 長岡市全域 

 

◎新潟県告示第855号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第１項の規定により、南魚沼市長から次のとお

り公共測量を実施する旨の通知があった。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（街区基準点等のパラメータ補正） 

２ 作業期間 平成24年６月25日から平成24年８月31日まで 

３ 作業地域 南魚沼市全域 

 

◎新潟県告示第856号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第１項の規定により、三条市長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（街区基準点等のパラメータ補正） 

２ 作業期間 平成24年６月25日から平成24年８月31日まで 

３ 作業地域 三条市全域 

 

◎新潟県告示第857号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第１項の規定により、加茂市長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（街区基準点のパラメータ補正） 

２ 作業期間 平成24年６月25日から平成24年８月31日まで 

３ 作業地域 加茂市全域 

 

◎新潟県告示第858号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第６条第１項の規

定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。 



第51号 新  潟  県  報 平成24年７月３日(火) 

5 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 三条地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

今滝地区 南蒲原郡田上町大字羽生田 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

荒所地区 南蒲原郡田上町大字羽生田 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

内山外地区 南蒲原郡田上町大字羽生田 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

大形(1)地区 南蒲原郡田上町大字川船河 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

大形(2)地区 南蒲原郡田上町大字川船河 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

所谷地区 南蒲原郡田上町大字川船河 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

川船河(1)地区 南蒲原郡田上町大字川船河 次の図のとおり 土石流 

今滝一の沢地区 南蒲原郡田上町大字羽生田 次の図のとおり 土石流 

荒所沢地区 南蒲原郡田上町大字羽生田 次の図のとおり 土石流 

（「次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦覧

に供する｡) 

 

 

◎新潟県告示第859号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第８条第１項の規

定により、次の区域を土砂災害特別警戒区域として指定する。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 三条地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自然

現象により建築物に作用

すると想定される衝撃に

関する事項 

土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

荒所地区 南蒲原郡田上町大字羽生田 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

内山外地区 南蒲原郡田上町大字羽生田 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

大形(1)地区 南蒲原郡田上町大字川船河 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

大形(2)地区 南蒲原郡田上町大字川船河 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

所谷地区 南蒲原郡田上町大字川船河 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

川船河(1)地区 南蒲原郡田上町大字川船河 次の図のとおり 土石流 



平成24年７月３日(火) 新  潟  県  報 第51号 

6 

今滝一の沢地区 南蒲原郡田上町大字羽生田 次の図のとおり 土石流 

（「次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦覧

に供する｡) 

 

◎新潟県告示第860号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、道路の位置を次のとおり指定した。 

平成24年７月３日 

新潟県新発田地域振興局長 

１ 指定道路の種類 

 第42条第１項第５号の規定による指定に係る道路 

２ 指定の年月日 

 平成24年３月27日 

３ 指定道路の位置等 

位     置 幅員（メートル） 延長（メートル） 

村上市山居町二丁目 2740 番の内、

2741番の内 

5.90 54.91 

 

 

公   告 

家畜人工授精に関する講習会の開催について（公告） 

家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号）第16条第２項の規定により、家畜人工授精に関する講習会を次のとお

り開催する。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１  期間 

    平成24年８月20日から９月12日まで 

２ 場所 

    新潟市西蒲区巻甲12021  新潟県農業大学校  

３ 対象となる家畜の種類 

    牛 

４ 受講手続 

    新潟県家畜人工授精師養成講習会規程（昭和28年新潟県告示第1155号）第６条の規定による受講願に履歴書

を添え、８月10日までに所轄の家畜保健衛生所へ提出すること。 

５ 受講人数 

    10人程度 

６ 受講資格 

    家畜人工授精師の免許を受けようとする者で、家畜改良増殖法第17条第２項各号の規定に該当しない者 

７ 受講経費 

    テキスト等教材費20,000円程度（その他交通費等実費） 

 

家畜人工授精に関する講習会修業試験の実施について（公告） 

家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号）第16条第２項の規定による平成24年度家畜人工授精講習会修了者に関

する修業試験を次のとおり実施する。 

平成24年７月３日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１  期間 

    平成24年９月13日、14日 

２ 場所 
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    新潟市西蒲区巻甲12021 新潟県農業大学校 

 

人事委員会公告 

平成24年度新潟県職員採用試験（短大卒業程度・高校卒業程度)､新潟県市町村立小中特別支援学校事務職

員採用試験及び新潟県市町村立小中特別支援学校栄養職員採用試験の実施について（公告） 

次のとおり新潟県職員採用試験（短大卒業程度・高校卒業程度)､新潟県市町村立小中特別支援学校事務職員採

用試験及び新潟県市町村立小中特別支援学校栄養職員採用試験を行う。 

平成24年７月３日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

１ 試験職種・採用予定人員等 

区分 

 

試験職種 

 

採用予定人員 

 

職務内容 

 

短大卒業程度 

 

 

 

診療放射線技師 

 

４人程度 

 

県立病院等で、それぞれの職種に応じた業務に従事す

る。 

 臨床検査技師 ７人程度 

高校卒業程度 

 

 

 

 

 

 

 

一般事務 

 

３人程度 

 

知事部局、病院局、企業局、教育委員会等の本庁又は

地域機関若しくは県立学校等で、予算・経理・庶務や

各種施策の企画立案、地域振興、県税の賦課徴収、許

認可等の様々な行政事務に従事する。 

警察事務 

 

 

４人程度 

 

 

警察本部又は警察署で、警察組織運営等に関する企画

立案、会計・庶務、予算執行等の警察事務に従事する。 

総合土木 

 

 

１人程度 

 

 

知事部局又は企業局の本庁又は地域機関等で、公共土

木施設や農業生産基盤等の整備・維持管理、企画立案

等の業務に従事する。 

 

小中特別支援学校事

務職員 

 

 

学校事務職員Ａ 

 

25人程度 

 

新潟市以外の県内市町村立の小学校、中学校又は特別

支援学校で、学校運営等に関する総務、学務、財務等

の学校事務に従事する。 

 

学校事務職員Ｂ 

 

５人程度 

 

小中特別支援学校栄

養職員 

学校栄養職員 

 

１人程度 

 

 

新潟市以外の県内市町村立の小学校、中学校又は特別

支援学校で、栄養士の業務に従事する。 

２ 受験資格 

(1) 県職員採用試験（短大卒業程度） 

    ◎診療放射線技師、臨床検査技師 

   昭和 52年４月２日から平成５年４月１日までに生まれた人で、活字印刷文による出題に対応できる人のう

ち、それぞれ次に定める要件に該当する人 

    ※診療放射線技師の免許取得者又は平成 25年に行われる国家試験により免許取得見込みの人 

    ※臨床検査技師の免許取得者又は平成 25年に行われる国家試験により免許取得見込みの人 

(2) 小中特別支援学校栄養職員採用試験 

   昭和 61年４月２日から平成５年４月１日までに生まれた人で、活字印刷文による出題に対応できる人のう

ち、次に定める要件に該当する人 

    ※栄養士の免許取得者又は平成 25 年３月 31日までに免許取得見込みの人 

(3) 県職員採用試験（高校卒業程度） 

      平成３年４月２日から平成７年４月１日までに生まれた人で、活字印刷文による出題に対応できる人 
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(4) 小中特別支援学校事務職員採用試験 

  ◎学校事務職員Ａ 

      平成３年４月２日から平成７年４月１日までに生まれた人で、活字印刷文による出題に対応できる人 

  ◎学校事務職員Ｂ 

      昭和 57年４月２日から平成３年４月１日までに生まれた人で、活字印刷文による出題に対応できる人 

(5) 次の事項のいずれかに該当する人は受験できない。 

    ア 日本の国籍を有しない人（診療放射線技師、臨床検査技師及び小中特別支援学校栄養職員を除く｡) 

    イ 成年被後見人又は被保佐人（準禁治産者を含む｡) 

    ウ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの人 

    エ 県職員採用試験（短大卒業程度・高校卒業程度）については、新潟県職員として懲戒免職の処分を受け、

当該処分の日から２年を経過しない人 

    オ 小中特別支援学校事務職員採用試験及び小中特別支援学校栄養職員採用試験については、新潟県教育委

員会により懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない人 

    カ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張

する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した人 

３ 第１次試験 

(1) 方法 

  ア 県職員採用試験（短大卒業程度）・小中特別支援学校栄養職員採用試験 

    教養試験及び専門試験を短期大学卒業程度で行う。 

    イ 県職員採用試験（高校卒業程度。総合土木以外）・小中特別支援学校事務職員採用試験（Ａ・Ｂ共通） 

    教養試験を高等学校卒業程度で行う。 

        作文試験を行う。ただし、第２次試験として評価する。 

  ウ 県職員採用試験（高校卒業程度。総合土木） 

     教養試験及び専門試験を高等学校卒業程度で行う。 

◎ 教養試験は、公務員として必要な一般的な知識及び知能について、筆記試験（択一式）により行う。 

(2) 試験日及び試験場 

 

試験日 

 

 

受付時間 

 

試験場 

受験地 

 

場所 

所在地 

平成24年

９月23日

（日） 

 

 

 

 

 

午前９時

から午前

９時30分

まで 

 

 

 

 

新潟市 

 

新潟大学総合教育研究棟 

新潟市西区五十嵐２の町8050番地 

長岡市 

 

県立長岡高等学校 

長岡市学校町３丁目14番１号 

上越市 

 

県立看護大学 

上越市新南町240番地 

佐渡市 

 

県立佐渡高等学校 

佐渡市石田567番地 

(3) 合格発表 

      平成 24年 10月４日（木）午後１時（予定）に県庁１階の広報展示室前の掲示板及び新潟県職員採用案内

ホームページ（http://www.pref.niigata.lg.jp/jinjii/saiyou2.html）に合格者の受験番号を掲示するほか、

合格者に通知する。 

４ 第２次試験 

(1) 方法 

   第１次試験合格者に対し、適性検査及び面接試験を行う。 

(2) 試験日及び試験場 

     平成 24年 10月 16 日（火）から 10月 30 日（火）まで（予定）のうち、第１次試験合格通知で指定する日

に県庁（新潟市中央区新光町４番地１）において行う。 

(3) その他 

   受験資格の有無、申込書記載事項の真否について調査する。 
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５ 試験の配点及び合格者の決定 

  最終合格は、第２次試験の結果に基づき決定し、第１次試験の成績は反映されない。 

  また、第１次試験、第２次試験にはそれぞれ次のとおり一定の基準があり、ひとつでも基準を満たさない場

合、他の種目の成績に関わらず原則として不合格となる。 

区分 試験 種目 配点※ 基準 

 

県職員（短大卒業程度） 

小中特別支援学校栄養

職員 

 

 

第１次試験 

 

 

教養試験 100点 

 

各40点以上 

（基準は目安であり、基準

を引き下げる場合がある） 専門試験 100点 

 

第２次試験 面接試験 

 

130点 50点以上 

県職員（高校卒業程度） 

小中特別支援学校事務

職員（Ａ・Ｂ共通） 

 

 

 

 

第１次試験 

 

 

教養試験（全職種共通） 100点 

 

各40点以上 

（基準は目安であり、基準

を引き下げる場合がある） 専門試験（総合土木） 100点 

 

第２次試験 作文試験（総合土木以外） 20点 11点以上 

 

面接試験 130点 

 

50点以上 

※ 教養試験及び専門試験については、粗点（正答数）をそのまま用いるのではなく、当該種目の平均得点及び

標準偏差等を用いて以下の方法で算出した標準点を用いており、受験者の点数は概ね０点～100点に分布する。 

  ◎教養試験及び専門試験の標準点の算出方法 

  標準点＝15×（Ａ－Ｂ）÷Ｃ＋50 

    Ａ：ある受験者の粗点（正答数） 

  Ｂ：当該種目の平均得点 

   Ｃ：当該種目の標準偏差 

６ 最終合格者の発表 

  平成 24年 11月８日（木）午後１時（予定）に県庁１階の広報展示室前の掲示板及び新潟県職員採用案内ホ

ームページ（http://www.pref.niigata.lg.jp/jinjii/saiyou2.html）に合格者の受験番号を掲示するほか、

第２次試験受験者に結果を通知する。 

７ 合格から採用まで 

(1) 最終合格者は高点順に任用候補者名簿に登載され、各任命権者からの請求に応じて成績順に推薦され、各

試験職種の欠員の状況により採用が決定される。ただし、前記２「受験資格」の免許又は資格の取得見込み

を要件として受験した人については、所定の時期までに免許又は資格を取得できなかった場合は採用されな

い。 

(2) 採用は原則として平成25年４月１日であるが、欠員の状況により年間を通じ順次行うこともある。 

(3) 任用候補者名簿の有効期間は、任用候補者名簿確定後、原則として１年間である。 

８ 給与 

    平成 24 年４月１日現在の新規学校卒業者の給料は、診療放射線技師及び臨床検査技師（短大卒業程度）で

174,600 円、小中特別支援学校栄養職員で 163,200 円、一般事務、警察事務及び総合土木（高校卒業程度）並

びに小中特別支援学校事務職員で 144,500円であった。 

  平成 25 年度（採用時）は、この額が変更されることもある。 

   なお、このほか、期末手当、勤勉手当及び状況により扶養手当、通勤手当、住居手当等が支給される。 

９ 受験手続 

(1) 受験申込書の配布等 

   受験申込書は、人事委員会事務局、地域振興局等で配布するほか、新潟県職員採用案内ホームページ

（http://www.pref.niigata.lg.jp/jinjii/saiyou2.html)からダウンロードすることができる。 

      受験申込書を郵便で請求する場合は、封筒の表にそれぞれの試験の種類に応じ「短大卒程度試験請求｣､「高

卒程度試験請求｣､「学校事務試験請求」又は「学校栄養試験請求」と朱書し、140 円切手を貼った宛先明記
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の返信用封筒（角形２号）を同封のうえ、郵便番号 950－8570 新潟県庁内新潟県人事委員会事務局に請求

すること。 

(2) 申込みの方法 

   以下のいずれかの方法によること。  

   ア 新潟県申請・届出システム（http://www.pref.niigata.lg.jp/jinjii/saiyou2.html)から電子申請を

行う。（申請にあたっては、新潟県職員採用案内ホームページに掲載してある「電子申請受験申込者ガ

イド」に従うこと。なお、予期せぬ機器停止や通信障害などによる事故が発生した場合の責任は負いか

ねる｡) 

   イ 申込書に必要事項を記入し、新潟市中央区新光町４番地１  新潟県庁内新潟県人事委員会事務局に直

接持参するか、郵送すること。（郵送する場合は、封筒の表にそれぞれの試験の種類に応じ「短大卒程

度試験受験｣､「高卒程度試験受験｣､「学校事務試験受験」又は「学校栄養試験受験」と朱書し、必ず書

留等確実な方法をとること。なお、普通郵便による郵送で事故が発生した場合の責任は負いかねる｡) 

(3) 受付期間 

   ・持参、郵送、電子申請いずれも平成 24年８月９日（木）から９月３日（月）まで受け付ける。 

   ・持参の場合、平日の午前８時 30分から午後５時 15 分まで行う。土曜日及び日曜日は閉庁のため行わない。 

   ・郵送の場合、９月３日までの消印のあるものに限り受け付ける。 

   ・電子申請の場合、９月３日午後５時 15分までに正常に到達したものを受け付ける。 

 

 

平成24年度新潟県警察官Ａ（大学卒業者）採用試験（平成25年４月採用予定・第２回)､警察官Ｂ（大学卒

業者以外）採用試験（平成25年４月採用予定）の実施について（公告） 

次のとおり新潟県警察官（巡査）の採用試験を行う。 

平成24年７月３日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

１ 試験職種・受験資格・採用予定人員 

試験職種 受 験 資 格 採用予定人員 

男性警察官Ａ 

 

昭和57年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法による大学（短期大学

を除く｡)を卒業した人又は平成25年３月31日までに卒業見込みの人（新潟

県人事委員会がこれらと同等と認める人を含む｡) 

 

30人程度 

 

女性警察官Ａ 

 

４人程度 

 

男性警察官Ｂ 

 

昭和57年４月２日から平成７年４月１日までに生まれた人。ただし、学校

教育法による大学（短期大学を除く｡)を卒業した人又は平成25年３月31日

までに卒業見込みの人（新潟県人事委員会がこれらと同等と認める人を含

む｡)を除く。 

54人程度 

 

女性警察官Ｂ 

 

６人程度 

 

 男性警察官Ｂ採用試験の第１次試験は、新潟県が東京都（警視庁)､千葉県及び神奈川県と共同で実施するもの

で、申込みの際に志望する都県を２つまで選択できる。ただし、新潟県以外の都県を第１志望とした場合は、新

潟県を第２志望とすることはできない。 

２ 職務内容 

  個人の生命・身体及び財産の保護、犯罪の予防及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公共の安全と

秩序の維持の任務に従事する。 

３ 欠格条項 

  次のいずれかに該当する人は、受験できない。 

(1) 日本の国籍を有しない人 

(2) 成年被後見人又は被保佐人（準禁治産者を含む｡) 

(3) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの人 

(4) 志望する都県の職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない人 

(5) 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張す

る政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した人 

４ 試験の日時・場所 
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  試験は、第１次試験及び第２次試験とし、第２次試験は、第１次試験に合格した人について行う。 

区分 日時 職種 試験場 

第１次試験 平成24年９月16日  

受付時間 

午前９時から 

午前９時30分まで 

警察官Ａ 新潟国際情報大学 

（新潟市西区みずき野３丁目１番１号） 

警察官Ｂ 新潟国際情報大学 

（新潟市西区みずき野３丁目１番１号） 

長岡運転免許センター 

（長岡市上前島町字上野７番１） 

新潟県立上越テクノスクール 

（上越市大字藤野新田333番２） 

第２次試験 

（新潟県の場

合） 

平成24年10月13日（予

定）及び11月９日から

11月27日（予定）のう

ち指定する日時 

 

警察官Ａ 

 

 

新潟国際情報大学 

（新潟市西区みずき野３丁目１番１号） 

新潟県庁（予定） 

（新潟市中央区新光町４番地１） 

日時、試験場は第１次試験の合格者に通知する。 

警察官Ｂ 

 

 

 

５ 試験の方法 

 (1) 第１次試験 

試験種目 内容 

教養試験 

 

一般的な知識及び知能について、警察官Ａについては大学卒業程度、警察官Ｂについて

は高等学校卒業程度で択一式による筆記試験を行う。 

体力検査Ⅰ 

 

職務に必要な体力を有するかどうかを検査（腕立て伏せ、反復横跳び、立ち幅跳び）す

る。 

 (2) 第２次試験 

試験種目 内容 

論作文試験 課題の理解力、表現力、文章構成力等について筆記試験を行う。 

なお、論文試験は警察官Ａ受験者について、作文試験は警察官Ｂ受験者について行う。 

体力検査Ⅱ 職務に必要な体力を有するかどうかを検査（20メートルシャトルラン）する。 

面接試験 積極性、信頼性、社会性等について面接試験を行う。 

適性検査 職務執行上必要な適性等について検査を行う。面接試験の参考とする。 

身体検査 

 

通常の職務執行に支障をきたすおそれのある疾病等の有無について検査を行う。なお、

検査には以下の基準がある。 

 ○身体基準 

項目 

 

基準 

男性警察官Ａ・Ｂ 女性警察官Ａ・Ｂ 

身長 

 

おおむね160センチメートル以上であるこ

と。 

おおむね153センチメートル以上であるこ 

と。 

体重 おおむね47キログラム以上であること。 おおむね43キログラム以上であること。 

視力 両眼とも裸眼視力が0.6 以上又は両眼とも矯正視力が1.0 以上であること。 

色覚 職務執行上支障がないこと。 

聴力 職務執行上支障がないこと。 

関節等 職務執行上支障がないこと。 

 (3) その他 

   受験資格の有無、申込書記載事項の真否について調査する。 

６ 試験の配点・基準 

最終合格は、第２次試験の結果に基づき決定し、第１次試験の成績は反映されない。 

  また、第１次試験、第２次試験（適性検査を除く｡)にはそれぞれ次のとおり一定の基準があり、一つでも基

準を満たさない場合、他の種目の成績に関わらず原則として不合格となる。 

区分 種目 配点 基準 
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第１次試験 

 

 

 

 

教養試験 

 

100点 

 

40点以上 

※基準は目安であり、引き下げる場合がある。 

体力検査Ⅰ 

 

 

腕立て伏せ 適否 

 

 

10点 ３種目の合計得点が15点以上 

※１種目でも０点があった場合、不合格

となる。 

反復横跳び 10点 

立ち幅跳び 10点 

第２次試験 

 

 

 

 

面接試験 130点 50点以上 

論作文試験  30点 12点以上 

体力検査Ⅱ 

 

20メートルシャト

ルラン 

適否 

 

男性32回以上 

女性19回以上 

身体検査 － 身体基準のとおり 

＊教養試験については、粗点（正答数）をそのまま用いるのではなく、当該種目の平均得点及び標準偏差等を用

いて以下の方法で算出した標準点を用いており、受験者の点数は概ね０～100点に分布する。 

○教養試験の標準点の算出方法 

標準点＝15×（Ａ－Ｂ）÷Ｃ＋50 

  Ａ：ある受験者の粗点（正答数） 

  Ｂ：当該種目の平均得点 

  Ｃ：当該種目の標準偏差 

 

○体力検査Ⅰの点数の目安 

検査種目 

 

      記録         点数 

        男性     女性    

腕立て伏せ  15回     ５回     ５点  

反復横跳び  41回     36回     ５点  

立ち幅跳び  195㎝    143㎝    ５点  

＊上記の各種目の記録に対する点数は目安であり、各種目の回数や距離に応じて点数を設定している。基準につ

いては男女とも３種目の合計得点が15点以上である。 

＊体力検査Ⅰの記録は、第２次試験における面接試験の参考とする。 

７ 合格者の発表 

区分 日時 方法 

第１次試験合格者 

 

 

平成24年10月４日午後１時（予定） 

 

 

県庁内の広報展示室（１階）前の掲示板及び新潟県警

察ホームページに合格者の受験番号を掲示するほか、

合格者に通知する。 

最終合格者 

 

 

平成24年12月14日午後１時（予定） 

 

 

県庁内の広報展示室（１階）前の掲示板及び新潟県警

察ホームページに合格者の受験番号を掲示するほか、

第２次試験受験者に通知する。 

８ 合格から採用まで（新潟県の場合） 

 (1) 最終合格者は、得点順に任用候補者名簿に登載され、新潟県警察本部長からの請求に応じて高点順に推薦

され、欠員の状況により順次採用が決定される。ただし、欠員のない場合は採用されないこともある。 

(2) 平成25年３月31日までに大学等を卒業する見込みで警察官Ａ（平成25年４月採用予定・第２回）採用試験

を受験した人については、同時期までに卒業することができなかった場合は採用されない。 

(3) 採用は、原則として平成25年４月１日である。 

(4) 任用候補者名簿の有効期間は、名簿確定後、原則として１年間である。 

(5) 採用後は巡査に任命され、初任科生として警察学校に入校し、警察官Ａは６か月間、警察官Ｂは10か月間、

それぞれ初任教養を受けた後、新潟県内の各警察署に配置される。 

９ 給与等 

(1) 採用後の給料は、平成24年４月１日採用者を例にとると、警察官Ａ採用者で211,800 円、警察官Ｂ採用者

で172,000円である。また、職歴等がある場合などは一定の基準で加算される。 

(2) 採用後は昇給の制度があり、また、一定の条件により通勤手当、扶養手当、住居手当等も支給される。 

(3) 職務に必要な制服・制帽・ワイシャツ・ネクタイ・防寒服・雨衣・手袋・靴等が現品で支給される。 

10 受験手続 
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(1) 受験申込用紙の配布等 

  受験申込用紙は、新潟県警察本部警務部警務課、県内の各警察署・交番・駐在所で配布するほか、新潟県警

察ホームページからダウンロードすることもできる。 

  受験申込用紙を郵便で請求する場合は、封筒の表に「警察官採用試験受験案内請求」と朱書し、140 円切手

を貼った宛先明記の返信用封筒（角形２号）を同封の上、郵便番号950－8553 新潟市中央区新光町４番地１ 新

潟県警察本部警務部警務課採用係に請求すること。 

(2) 受験申込の方法 

   以下のいずれかの方法によること。 

  ア 受験申込用紙に必要事項を記入し、新潟県警察本部警務部警務課又は県内の各警察署・交番・駐在所に

直接持参するか郵送する。 

    郵送する場合は、封筒の表に「警察官採用試験受験」と朱書し、書留等確実な方法をとること。 

  イ 新潟県警察ホームページから電子申請を行う。 

   （申請にあたっては、新潟県警察ホームページに掲載の「受験申込者ガイド」に従うこと｡) 

(3) 受付期間 

  ア 郵送又は持参の場合 

   ・平成24年７月６日から８月16日午後５時15分まで受け付ける。 

   ・なお、郵送の場合は、８月16日までの消印のあるものに限り受け付ける。 

  イ 電子申請の場合 

   ・平成24年７月６日から８月16日午後５時15分まで受け付ける。 

11 試験に関する事務の委任 

   次の試験に関する事務を警察本部長に委任する。 

(1) 受験者の募集、申込みの受付 

(2) 教養試験の実施（試験問題の作成決定及び管理を除く｡) 

(3) 第１次試験合格者の決定 

(4) 面接試験の実施 

(5) 論作文試験の実施 

(6) 適性検査の実施 

(7) 体力検査Ⅰ・Ⅱの実施 

(8) 身体検査の実施 
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